
（別記７） 

 

                                  令和  年  月  日 

 

北海道知事 鈴木 直道 様 

 

                         住所   

                              

                         氏名   

 

   年次業務計画書等の提出について 

 このことについて、道営住宅等（●●●）の管理に関する協定書第１８条により、次の計画書等を提出

します。 

記 

 

１ 公の施設の名称 

 

２ 業務計画書※公募時に提出したもの 

 

３ 公募計画 

  （１）公募日程等（予定） 

公 募 手 続 
公 募 日 程 

第１回 第２回 第３回 第４回 

募集案内書の配布     

申込受付期間     

公開抽選会     

抽選結果の公表     

入居開始予定     

  （２）公募の周知方法（２以上の方法を記載） 

   

  （３）公募受付時間及び場所 

   

４空家対策【重点目標・業務効率】 

  （１）６ヶ月超未公募戸数（基準戸数）  戸 

   対応予定の内訳 

団地名 ６ヶ月超未公募戸数 公 募 予 定 

   

  （２）目的外使用の周知 

地域の事業者又は市町 周 知 方 法 周 知 時 期 

   



５ 発注計画 

  （１）法定更新発注スケジュール                        （単位：千円） 

項 目 団地名等 数量 予 定 額 発注時期 

     

     

  （２）保守点検発注スケジュール                        （単位：千円） 

項 目 団地名 数量 予 定 額 発注時期 

     

     

  （３）その他発注スケジュール                         （単位：千円） 

項 目 団地名 数量 予 定 額 発注時期 

     

     

 

６ 業務収支計画書※公募時に提出したもの 

 

７ 令和 年度収支計画書 

 別記７－１による。 



別記７－１　令和　　年度収支計画書

（１）負担金の算定 （単位円） （単位円） （単位円） （単位円）

（２）年間の執行計画 （単位円）

※指定管理者指定申請書に添付した業務収支計画書の内容を踏まえ作成してください。

※修繕等のうち、法定点検等に係る業務は、直営で実施する場合は人件費に、外注する場合は、管理事務費に計上してください。

外部委託費

設備更新費

0

管理事務費 0 0

人件費 0

設備更新費

外部委託費

設備更新費

外部委託費

設備更新費

外部委託費外部委託費

設備更新費

法定更新

経常修繕

退去修繕

保守点検

不可抗力・事故等

0 0

人件費

管理事務費

人件費

管理事務費

人件費

管理事務費

①　道からの負担金（当初）
「業務収支計画書」に記載されている額

費　目 金　額

修繕費等 0

保守点検

不可抗力・事故等

事務的経費 0

③　繰入見込み額(令和9年度なし)
提出が事業報告書作成前のため、見込み額
を記載すること。

費　目 金　額

修繕費等 0

②　負担金変更額(令和9年度なし)
管理戸数の増減等による増減額

費　目 金　額

法定更新

経常修繕

事務的経費

修繕費等 0

法定更新

経常修繕

退去修繕

保守点検

不可抗力・事故等

事務的経費

維持管理 維持管理 維持管理

0

退去修繕

0

0 0 0

0

0

0 0 0

0

事務的経費 0 0 0 0 0 0 0 0

0

維持管理 0

保守点検 0

0 0 0 0 0

0

0

0

0

法定更新 0

経常修繕 0

0

不可抗力・事故等 0

退去修繕 0

0 0 0

修繕等 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0【支出】 0 0 0 0 0

0 0

0

0

④　当初計画からの変更 0

②　負担金変更額 0

0 0 0小計 小計 小計

0【収入】 0 0 0 0 0 0

①　道からの負担金（当初） 0

１月

0

８月 ９月費目区分 提案額 ４月 ５月 ６月 ７月

0 0 0 0

④　当初計画からの変更(令和9年度なし)
管理運営上の理由により、当初計画から変
更することとしたい額

費　目 金　額

修繕費等 0

法定更新

経常修繕

退去修繕

保守点検

不可抗力・事故等

維持管理

事務的経費

0 00

0

0

人件費

管理事務費

小計 0

２月 ３月 合計１０月 １１月 １２月

③　繰入見込み額 0

変更理由
（長文になる場合については任意の様式による別紙でも可。）

各年度の負担金の費目間の流用については、業務収支計画書(様式６)の各費目毎のそれぞれ20％の額の範囲内において、道の承認を得た上で他費目に繰り入れることができます。

ただし、20％に相当する額が30,000千円以上であるときは30,000千円までとします。（公募要項第４-1-（４）費目間の流用等参照）


